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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第40期中 第41期中 第42期中 第40期 第41期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

(1）連結経営指標等      

売上高(百万円) 33,498 33,711 35,912 70,605 73,340 

経常利益(百万円) 1,296 2,237 2,695 3,504 4,666 

中間(当期)純利益又は当期純

損失（△）(百万円) 
140 741 1,158 △2,111 1,720 

純資産額(百万円) 15,271 13,471 11,488 12,774 10,342 

総資産額(百万円) 111,597 114,717 114,266 114,211 114,037 

１株当たり純資産額(円) 1,563.54 689.64 588.09 1,298.64 524.76 

１株当たり中間(当期)純利益

金額又は１株当たり当期純損

失金額(△)(円) 

14.35 37.98 59.28 △225.53 83.41 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額(円) 
－ 37.97 59.13 － 83.37 

自己資本比率(％) 13.7 11.8 10.1 11.2 9.1 

営業活動によるキャッシュ・

フロー(百万円) 
270 1,288 △908 6,375 6,792 

投資活動によるキャッシュ・

フロー(百万円) 
△3,704 △2,188 64 △3,241 △5,890 

財務活動によるキャッシュ・

フロー(百万円) 
△754 1,153 153 △2,767 △1,595 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高(百万円) 
7,750 12,622 10,981 12,305 11,676 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数](人) 

9,731 

[ 1,538] 

10,117 

[ 1,783] 

10,170 

[ 1,687] 

9,737 

[ 1,680] 

10,116 

[ 1,838] 

 



 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．連結ベースの潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の金額については、平成15年9月中間期は希薄

化効果を有している潜在株式が存在しないため、また、平成16年3月期は潜在株式が存在するものの当期純

損失であるため記載しておりません。 

３．提出会社は、平成16年5月20日付をもって株式１株につき２株の株式分割を行いました。 

なお、平成16年9月中間期及び平成17年3月期の１株当たり純資産額及び１株当たり中間（当期）純利益金額

は、それぞれ期首に分割が行われたものとして算出しております。 

４．提出会社の平成17年3月期の売上高及び従業員数が、前事業年度末に比し減少した主な要因は、平成16年10

月1日付をもって会社分割によりタクシー事業を100％子会社11社が分割承継したことによるものでありま

す。 

回次 第40期中 第41期中 第42期中 第40期 第41期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

(2）提出会社の経営指標等      

売上高(百万円) 14,756 14,061 8,354 31,605 25,512 

経常利益(百万円) 627 1,069 1,096 1,968 1,612 

中間(当期)純利益又は当期純

損失(△)(百万円) 
36 500 790 △2,465 743 

資本金(百万円) 2,020 2,020 2,020 2,020 2,020 

発行済株式総数(株) 9,798,800 19,597,600 19,597,600 9,798,800 19,597,600 

純資産額(百万円) 14,922 12,629 9,490 12,182 8,761 

総資産額(百万円) 77,948 84,575 81,922 80,825 83,416 

１株当たり中間(年間)配当額

(円) 
5.00 5.00 5.00 20.00 15.00 

自己資本比率(％) 19.1 14.9 11.6 15.1 10.5 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数](人) 

3,393 

[  312] 

3,396 

[  344] 

264 

[  41] 

3,386 

[  321] 

256 

[  37] 



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社にも異動はありません。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となっております。  

 （注）１．議決権の所有割合の（ ）書きは内書きで、間接所有割合を記載しております。 

２．事業内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

３．有価証券届出書又は有価証券報告書は提出しておりません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（グループ外から当社グループへの出向者を含む。）であり、臨時従業員数は（ ）内

に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業員数は（ ）内に当中間会計期間

の平均人員を外数で記載しております。 

(3）労働組合の状況 

 連結子会社においては、一部の事業所に労働組合が組織されておりますが、労働組合との間に特記すべき事項は

ありません。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

事業内容 

議決権
の所有
割合 
（％）

関係内容 

役員の兼任等 

融資 
営業上 
の取引 

設備の 
賃貸借等 当社

役員 
（人）

当社
職員 
（人）

転籍 
(人) 

 （連結子会社）           

 日新信販㈱ 
福岡市博

多区 
254  金融事業 

100.0

(100.0)
 １ － － 無 無 無 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従 業 員 数（人） 

タクシー事業 9,176 (1,526) 

不動産事業 133 (34) 

自動車関連事業 111 (6) 

金融事業 173 (11) 

その他事業 502 (109) 

全社（共通） 75 (1) 

合    計 10,170 (1,687) 

  平成17年９月30日現在

従 業 員 数（人） 264 (41) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰などの影響があったものの、企業収益の改善や設

備投資の伸長、個人消費へも改善の兆しが見られるなど、緩やかな回復基調で推移しました。 

 このような状況のなか、当中間連結会計期間の当社グループ（当社及び連結子会社。以下同じ）の業績は、売

上高は前年同期比6.5％増加の35,912百万円、経常利益は同20.5％増加の2,695百万円、中間純利益は同56.1％増

加の1,158百万円となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①タクシー事業 

  タクシー業界におきましては、官公庁・法人の経費節減、更には自家用車の増加等による需要の減少、規制緩

和の下での新規参入、増車、料金の多様化等による競争激化に加え、介護・福祉分野において、地方自治体から

の福祉輸送特区（内閣府構造改革特別区域（以下、特区））やセダン特区の申請及び認定が増加しており、訪問

介護事業者やＮＰＯ（非営利組織）の福祉有償運送が新たな減収要因となっております。 

  当社グループにおきましては、各子会社における地域密着の営業戦略、小回りの利いたサービスの実施、意思

決定の迅速化と責任の明確化を図るとともに、当中間連結会計期間においても需要の多い大都市圏での増車を中

心とするタクシー車両の増減車等による効率的配置により62台増加し、平成17年9月30日現在のタクシー認可台数

は6,171台（前中間連結会計期間末比 222台増）となりました。以上の結果、前連結会計年度下期に増車した160

台の通年寄与もあり、タクシー事業の売上高は前年同期比1.8％増加の22,509百万円となりました。 

  また、当中間連結会計期間において以下のイベントを実施し、個人利用者の利用促進、同業他社との差別化を

図ってまいりました。 

・「和歌山エリア４周年記念謝恩キャンペーン（スタンプラリー）」（和歌山県） 

・「四国リーグ感謝キャンペーン（スタンプラリー）」（徳島市及び松山市） 

・「復活!!ビンゴ大会（ビンゴゲーム）」（仙台市及び近郊） 

②不動産事業 

（分譲事業部門） 

 マンション事業においては、地域の特異性を考慮した好立地・好条件の分譲物件の供給に注力し、鹿児島市内

における高級大型物件など新規に9棟407戸の販売を開始しました。 

  戸建事業では、販売委託会社との提携等により既存物件の販売強化を図るとともに、首都圏での新ブランド展

開に向けて企画開発に取り組んでおります。 

  分譲事業部門の売上高は、分譲マンションの完成・引渡し時期が特に期末に集中しておりますが、当中間連結

会計期間においては東京都区内、仙台市内及び北九州市内の物件の竣工引渡しと、前年同期に引き続き販売用土

地の一括売却があったこともあり、前年同期比9.0％増加の5,788百万円となりました。 

（賃貸事業部門） 

  前連結会計年度下期に買収した札幌市の飲食ビルの寄与と入居率の改善に取り組んだ結果、賃貸事業部門の売

上高は前年同期比3.2％増加の1,429百万円となりました。 

 以上の結果、不動産事業の売上高はその他の147百万円を含めまして前年同期比8.8％増加の7,366百万円となり

ました。 

③自動車関連事業 

  自動車関連事業においては、外車販売において訪問営業や顧客管理の徹底など営業強化を図るとともに、ＢＭ

Ｗ車における主力車種のフルモデルチェンジやニューモデルの投入も奏効し、売上高は前年同期比16.2％増加の

2,368百万円となりました。 

④金融事業 

  金融事業では、ビジネスローン部門において景気回復基調にもかかわらず中小企業の資金需要の盛り上がりに

欠け、異業種からの参入などによる競争激化により苦戦しましたが、不動産担保ローン部門において不動産流動

化に伴うＳＰＣ（特別目的会社）などへの積極的な融資が順調に推移し、当中間連結会計期間末の融資残高は、

前連結会計年度末比664百万円増加の13,258百万円となりました。金融事業の売上高は、競売事業関連売上が減少

したものの、主力のビジネスローン及び不動産担保ローンの貸付金利息の増加により前年同期比1.3％増加の

1,040百万円となりました。 



  なお、消費者金融事業を営む日新信販㈱は、当中間連結会計期間から連結の範囲に含めておりますが、同社の

損益につきましては、当連結会計年度下期から連結財務諸表に反映されることとなります。 

⑤その他事業 

  那覇バス㈱において、利用者の利便性を考慮した設備更新や環境に配慮した車両代替の実施、那覇空港ターミ

ナルにおける案内所新設とキャンペーン実施による定期観光バスのＰＲに注力いたしました。 

  また、通信販売事業においては、当社グループのタクシー車内向けリーフレットの作成、販売エリアを絞った

「九州の味 特別頒布会」チラシの配布、カタログ「逸品倶楽部」の取扱商品数を150品目に増やすなど、広告宣

伝及び販売促進に努めております。 

  以上の結果、平成16年7月18日に営業譲受した那覇バス㈱の通年寄与があり、その他事業の売上高は前年同期比

48.1％増加の2,628百万円となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前中間純利益が

2,283百万円と前年同期に比べ329百万円の増益となりましたが、たな卸資産の増加による支出、仕入債務の減少

による支出、有形・無形固定資産の売却による収入を中心に前連結会計年度末に比べ694百万円減少し、当中間連

結会計期間末には10,981百万円となっております。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は、当中間連結会計期間は908百万円（前年同期は1,288百万円の増加）となりま

した。これは、主に税金等調整前中間純利益2,283百万円（同 1,954百万円）のほか、タクシー車両の減価償却、

Ｍ＆Ａによる営業権及び連結調整勘定の償却を中心とする償却費用1,318百万円（同 1,398百万円）があったもの

の、法人税等の支払額1,758百万円(同 109百万円）、たな卸資産の増加による支出1,351百万円（同 401百万

円）、仕入債務の減少による支出1,005百万円（同 1,303百万円）等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は、当中間連結会計期間は64百万円（前年同期は2,188百万円の減少）となりまし

た。これは、主に営業車両の取得を中心とした有形・無形固定資産の取得による支出903百万円（同 1,880百万

円）があったものの、賃貸物件の売却を中心に有形・無形固定資産の売却による収入1,130百万円（同 227百万

円）によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は、当中間連結会計期間は153百万円（前年同期は1,153百万円）となりました。

これは、主に長期借入の実行による収入11,217百万円（同 8,718百万円）、長期借入金の約定弁済による支出

9,409百万円（同 9,062百万円）及び短期借入金の純減による支出1,449百万円（同 1,655百万円の増加）による

ものであります。 



２【営業の状況】 

(1）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

(2）タクシー事業 

 営業実績 

(3）不動産事業 

① 販売実績 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

タクシー事業 22,509  +1.8 

不動産事業 7,366 +8.8 

自動車関連事業 2,368 +16.2 

金融事業 1,040 +1.3 

その他事業 2,628 +48.1 

合   計 35,912 +6.5 

項   目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

中間期末在籍車両数 5,949 台 6,171 台 

稼働率 91.2 ％ 90.7 ％ 

走行キロ 171,304,626 ㎞ 175,098,955 ㎞ 

運送収入 22,101 百万円    22,509 百万円 

走行１㎞当たり運送収入 129 円 01 銭 128 円 55 銭 

項目  

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

数量 

（戸） 

金額 

（百万円） 

数量 

（戸） 

金額 

（百万円） 

分 

譲 

事 

業 

 （物件別）     

中高層住宅 141 3,456 144 3,547 

戸建住宅 23 388 36 486 

その他 － 1,466 － 1,754 

小計 164 5,310 180 5,788 

賃貸事業 － 1,385 － 1,429 

その他 － 74 － 147 

合計 － 6,770 － 7,366 



② 分譲住宅の契約実績 

(4）自動車関連事業 

 売上高の内訳 

(5）金融事業 

 売上高の内訳 

  （注）（当中間連結会計期間） 

  第５ 経理の状況 １ 中間連結財務諸表等（１）中間連結財務諸表「中間連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項の変更」に記載のとおり、金融事業における償却債権取立益について、従来、営業外収益として

計上しておりましたが、当中間連結会計期間から売上高に含めて計上する方法に変更いたしました。この変更

により、従来の方法に比べて金融事業「その他」の売上高が11百万円増加しております。 

項    目 

期首契約残高 中間期中契約高 中間期末契約残高 

数量 
（戸） 

金額 
（百万円） 

数量 
（戸） 

金額 
（百万円） 

数量 
（戸） 

金額 
（百万円） 

（前中間連結会計期間）       

中高層住宅 196 4,866 227 5,930 282 7,341 

戸建住宅 13 288 24 412 14 313 

（当中間連結会計期間）       

中高層住宅 157 3,936 250 5,909 263 6,298 

戸建住宅 16 329 44 628 24 471 

項  目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

外 

車 

販 

売 

車  種  別 
販売台数

（台） 

金額 

（百万円） 

販売台数

（台） 

金額 

（百万円） 

ＢＭＷ車 151 770 232 1,119 

ＭＩＮＩ車 166 412 161 424 

その他外車 1 1 － － 

小計 318 1,184 393 1,544 

そ  の  他 － 853 － 824 

合      計 － 2,037 － 2,368 

項 目 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

金額 
（百万円） 

（参考）融資残高 
（百万円） 

金額 
（百万円） 

（参考）融資残高 
（百万円） 

ビジネスローン 599 4,948 603 4,881 

不動産担保ローン 301 7,145 339 8,367 

その他 127 10 97 9 

合  計 1,027 12,103 1,040 13,258 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更はあ

りません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

    当中間連結会計期間において、主要な設備の売却は、以下のとおりであります。 

    提出会社 

  （注）１. 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であります。 

     ２. 金額には消費税等は含まれておりません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

  当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。  

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 
（人） 建物及び

構築物 
土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

 大阪タワーパーキング 

 (大阪市中央区) 
 不動産事業  立体駐車場 50 

466 

(338)
3 519 － 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 定款において「株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式数を減ずる」旨定められております。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 当社は、商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行しております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 78,000,000 

計 78,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月21日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 19,597,600 19,597,600 福岡証券取引所 － 

計 19,597,600 19,597,600 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 347 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 347,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 893 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年７月１日 

至 平成21年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     893 

資本組入額    447 
同左 

新株予約権の行使の条件 

権利行使時において、当

社及び当社の子会社の取

締役、監査役、執行役員

若しくは従業員の地位に

あることを要す。 

一部行使は、１単元の株

式数の整数倍となる場合

に限り行使することがで

きる。 

その他の条件は、当社と

新株予約権者の間で締結

する新株予約権割当契約

に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
相続、譲渡、質入、その

他の処分は認めない。 
同左 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

（注）１．所有株式数及び発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、表示単位未満を切り捨てて表示しておりま

す。 

 ２．スパークス・アセット・マネジメント投信株式会社から、平成17年２月９日付で提出された大量保有報告

書の写しにより平成17年２月４日現在で2,000千株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社とし

て当中間期末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりま

せん。 

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年４月１日～ 

平成17年９月30日 
－ 19,597,600 － 2,020 － 2,207 

 平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

株式会社第一マネージメント 北九州市小倉北区黒原二丁目37番１号 7,445 37.99 

黒土 優子 北九州市小倉北区黒原二丁目37番１号 1,782 9.09 

田中 京子 東京都世田谷区等々力五丁目15番20号 1,782 9.09 

エイチエスビーシー ファンド サー

ビシィズ スパークス アセツト マ

ネジメント コーポレイテッド 

（常任代理人 香港上海銀行東京支

店カストディ業務部） 

1 QUEEN'S ROAD CENTRAL HONG KONG  

（東京都中央区日本橋三丁目11番１号） 
1,334 6.80 

株式会社西日本シティ銀行 福岡市博多区博多駅前三丁目１番１号 936 4.77 

黒土 始 北九州市小倉北区足立二丁目７番17号 780 3.98 

株式会社福岡銀行 福岡市中央区天神二丁目13番１号 574 2.93 

福岡トヨペット株式会社 福岡市博多区東光一丁目６番13号 539 2.75 

松下電器産業株式会社 大阪府門真市大字門真1006 524 2.67 

インベスターズ バンク アイシー
クライアンツ 
（常任代理人 スタンダード チャー
タード銀行） 

200 CLARENDON STREET P.O.BOX 9130 

BOSTON,MA 02117-9130 

（東京都千代田区永田町二丁目11番１号） 

444 2.26 

計 ─ 16,143 82.37 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数に対する 

所有株式数の割合（％） 

スパークス・アセット・ 

マネジメント投信株式会社 

東京都品川区大崎一丁目11

番2号 ゲートシティ大崎  
2,000 10.20 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、福岡証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

  退任役員 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内 容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      62,400 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  19,534,800 195,348 － 

単元未満株式 普通株式         400 － １単元（100株）未満の株式 

発行済株式総数 19,597,600 － － 

総株主の議決権 － 195,348 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

第一交通産業株式会社 
北九州市小倉北区馬

借二丁目６番８号 
62,400 － 62,400 0.31 

計 － 62,400 － 62,400 0.31 

月別 
平成17年 
４ 月 

 
５ 月 

 
６ 月 

 
７ 月 

 
８ 月 

 
９ 月 

最高（円） 960 935 1,024 1,080 1,081 2,200 

最低（円） 906 900 930 980 990 1,000 

役名 職名 氏名 退任年月日 

 常務取締役 
秘書室長、グループシステム設

計・ＩＲ・ＩＳＯ担当 
 友 谷 勝 美 平成17年８月２日 

 監査役  －  古 賀 誠 二 平成17年９月30日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24

号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期

間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 

（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金 ※２  13,955   12,277   13,006  

２．受取手形及び営業
未収金 

※２  13,649   15,104   14,571  

３．たな卸資産 ※２  18,257   18,721   17,573  

４．その他   2,453   2,914   2,669  

  貸倒引当金   △374   △423   △413  

流動資産合計   47,941 41.8  48,593 42.5  47,406 41.6 

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※１          

１．建物及び構築物 ※２ 16,139   17,016   17,306   

２．土地 ※２ 34,791   34,864   35,854   

３．その他  3,329 54,260 47.3 3,233 55,114 48.2 3,259 56,420 49.5 

(2）無形固定資産   832 0.7  502 0.5  590 0.5 

(3）投資その他の資産           

１．投資有価証券  2,586   3,327   2,868   

２．長期貸付金  1,599   1,615   1,517   

３．繰延税金資産  3,651   3,532   3,484   

４．再評価に係る繰
延税金資産  2,090   71   79   

５．その他 ※２ 2,864   2,714   2,752   

    貸倒引当金  △1,108 11,682 10.2 △1,205 10,056 8.8 △1,080 9,620 8.4 

固定資産合計   66,775 58.2  65,673 57.5  66,631 58.4 

資産合計   114,717 100.0  114,266 100.0  114,037 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 

（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び営業
未払金   5,761   6,510   7,143  

２．短期借入金 ※２  31,700   29,271   31,308  

３．賞与引当金   523   534   503  

４．その他 ※２  4,722   5,279   6,071  

流動負債合計   42,708 37.2  41,597 36.4  45,027 39.5 

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※２  46,411   46,546   44,151  

２．退職給付引当金   6,257   6,399   6,327  

３．役員退職慰労引当
金   1,066   1,153   1,107  

４．再評価に係る繰延
税金負債   －   2,092   2,154  

５．その他   3,855   3,934   3,919  

固定負債合計   57,591 50.2  60,126 52.6  57,659 50.5 

負債合計   100,300 87.4  101,723 89.0  102,687 90.0 

           

（少数株主持分)           

少数株主持分   945 0.8  1,054 0.9  1,007 0.9 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   2,020 1.8  2,020 1.8  2,020 1.8 

Ⅱ 資本剰余金   2,207 1.9  2,207 1.9  2,207 1.9 

Ⅲ 利益剰余金   12,334 10.8  14,140 12.4  13,211 11.6 

Ⅳ 土地再評価差額金   △3,046 △2.7  △7,216 △6.3  △7,203 △6.3 

Ⅴ その他有価証券評価
差額金   23 0.0  404 0.4  174 0.2 

Ⅵ 自己株式   △68 △0.0  △67 △0.1  △67 △0.1 

資本合計   13,471 11.8  11,488 10.1  10,342 9.1 

負債、少数株主持分
及び資本合計   114,717 100.0  114,266 100.0  114,037 100.0 

           



②【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   33,711 100.0  35,912 100.0  73,340 100.0 

Ⅱ 売上原価   27,102 80.4  28,692 79.9  59,663 81.3 

売上総利益   6,609 19.6  7,220 20.1  13,677 18.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  3,964 11.8  4,228 11.8  8,472 11.6 

営業利益   2,644 7.8  2,991 8.3  5,204 7.1 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  24   18   37   

２．雇用開発助成金  26   26   82   

３．その他  311 362 1.1 399 444 1.2 868 988 1.4 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  644   599   1,263   

２．その他  124 768 2.3 140 740 2.0 263 1,527 2.1 

経常利益   2,237 6.6  2,695 7.5  4,666 6.4 

Ⅵ 特別利益           

１．固定資産売却益 ※２ － － － 186 186 0.5 － － － 

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産除売却損 ※３ 181   138   269   

２．投資有価証券評価
損  24   6   11   

３．貸倒引当金繰入額  ※４ －   133   －   

４．減損損失 ※５ －   320   －   

５．リース解約損失  70   －   84   

６．その他  7 283 0.8 － 598 1.6 11 376 0.5 

税金等調整前中間
(当期)純利益   1,954 5.8  2,283 6.4  4,289 5.9 

法人税、住民税及
び事業税  769   1,274   2,251   

法人税等調整額  375 1,145 3.4 △206 1,068 3.0 187 2,439 3.3 

少数株主利益   66 0.2  57 0.2  129 0.2 

中間(当期)純利益   741 2.2  1,158 3.2  1,720 2.4 

           



③【中間連結剰余金計算書】 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   2,207  2,207  2,207

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  2,207  2,207  2,207 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   11,827  13,211  11,827

Ⅱ 利益剰余金増加高        

１．中間(当期)純利益  741  1,158  1,720  

２．土地再評価差額金取
崩額 

 － 13 － 

３．連結子会社の増加に
伴う剰余金増加高 

 8 － 8 

４．連結子会社の減少に
伴う剰余金増加高 

 － 750 44 1,215 － 1,729

Ⅲ 利益剰余金減少高        

１．配当金  146  195  244  

２．役員賞与  90  91  90  

３．土地再評価差額金取
崩額 

 5  －  9  

４．自己株式処分差損  － 242 － 286 0 345 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  12,334  14,140  13,211 

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区 分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前中間(当期)純利益  1,954 2,283 4,289 

減価償却費  1,164 1,267 2,613 

営業権償却  66 35 133 

連結調整勘定償却  167 16 310 

減損損失  － 320 － 

販売用不動産評価損  19 87 905 

投資有価証券評価損  24 6 11 

貸倒引当金の増減額(減少：△)  50 134 79 

賞与引当金の増減額(減少：△)  39 32 18 

退職給付引当金の増減額(減少：△)  59 71 129 

役員退職慰労引当金の増減額(減少 
：△)  22 46 63 

受取利息及び受取配当金  △38 △43 △60 

支払利息  644 599 1,263 

固定資産除売却損益(益：△)  181 △48 269 

営業債権の増減額(増加：△)  △86 △493 △942 

たな卸資産の増減額(増加：△)  △401 △1,351 △814 

仕入債務の増減額(減少：△)  △1,303 △1,005 409 

その他の資産及び負債の増減額  △581 △521 △4 

役員賞与の支払額  △91 △91 △91 

その他  110 53 153 

小 計  2,002 1,398 8,737 

利息及び配当金の受取額  37 43 60 

利息の支払額  △642 △592 △1,270 

法人税等の支払額  △109 △1,758 △735 

営業活動によるキャッシュ・フロー  1,288 △908 6,792 

 



  

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区 分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

定期預金の預入による支出  △645 △615 △1,330 

定期預金の払戻による収入  658 650 1,373 

投資有価証券の取得による支出  △133 △122 △189 

投資有価証券の売却による収入  406 61 470 

有形・無形固定資産の取得による支出  △1,880 △903 △5,777 

有形・無形固定資産の売却による収入  227 1,130 269 

短期貸付金の増減額(増加：△)  24 41 △0 

長期貸付による支出  △353 △149 △448 

長期貸付金の回収による収入  132 102 310 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取
得による支出  － △9 － 

連結子会社株式の追加取得による支出  △89 － △89 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取
得による収入  35 － 53 

営業の譲受に伴う支出  △488 － △488 

その他の投資の取得による支出  △944 △150 △1,102 

その他の投資の回収・売却による収入  860 29 1,057 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △2,188 64 △5,890 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の増減額(減少：△)  1,655 △1,449 1,613 

長期借入れによる収入  8,718 11,217 11,505 

長期借入金の返済による支出  △9,062 △9,409 △14,460 

自己株式の取得による支出  △0 － △0 

自己株式の処分による収入  － － 0 

配当金の支払額  △146 △195 △244 

少数株主への配当金支払額  △11 △9 △11 

財務活動によるキャッシュ・フロー  1,153 153 △1,595 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額(減少：△)  253 △691 △693 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  12,305 11,676 12,305 

Ⅵ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額  63 － 63 

Ⅶ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額  － △2 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高  12,622 10,981 11,676 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項  目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (イ）連結子会社の数  94社 

主要な連結子会社 

㈱第一ゼネラルサービス 

㈱ミュンヘンオート 

広島第一交通㈱ 

大阪第一交通㈱ 

第一交通㈱（松本） 

第一交通㈱（東京） 

仙台第一交通㈱ 

 なお、フラワー第一交通

㈱については、当中間連結

会計期間において当社が買

収したことにより、㈱アー

バンエステートダイイチ及

び那覇バス㈱は重要性が増

加したことにより、それぞ

れ当中間連結会計期間から

連結子会社に含めることと

しております。 

(イ）連結子会社の数  95社 

主要な連結子会社 

㈱第一ゼネラルサービス 

㈱ミュンヘンオート 

那覇バス㈱ 

北九州第一交通㈱ 

大阪第一交通㈱ 

鯱第一交通㈱ 

第一交通㈱（東京） 

札幌第一交通㈱ 

 なお、日新信販㈱につい

ては、当中間連結会計期間

において連結子会社㈱第一

ゼネラルサービスが買収し

たことにより、当中間連結

会計期間から連結子会社に

含めることとしておりま

す。 

 また、諏訪第一交通㈲に

ついては、当中間連結会計

期間から事業を廃止してお

り、重要性が乏しくなった

ため、連結子会社から除外

しております。 

(イ）連結子会社の数  95社 

主要な連結子会社 

㈱第一ゼネラルサービス 

㈱ミュンヘンオート 

広島第一交通㈱ 

大阪第一交通㈱ 

第一交通㈱（松本） 

第一交通㈱（東京） 

仙台第一交通㈱ 

 なお、フラワー第一交通

㈱及びアルプス第一交通㈱

については、当連結会計年

度において当社が買収した

ことにより、㈱アーバンエ

ステートダイイチ及び那覇

バス㈱は重要性が増加した

ことにより、それぞれ当連

結会計年度から連結子会社

に含めることとしておりま

す。 

 (ロ）主要な非連結子会社の名称

等 

 主要な非連結子会社は、第

一酒販㈲、㈱ダイイチであり

ます。 

(ロ）主要な非連結子会社の名称

等 

同    左 

(ロ）主要な非連結子会社の名称

等 

   同    左 

 (ハ）非連結子会社について連結

の範囲から除いた理由 

 非連結子会社は、いずれも

小規模会社であり、合計の総

資産、売上高、中間純損益

（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも中間連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。 

(ハ）非連結子会社について連結

の範囲から除いた理由 

同    左 

(ハ）非連結子会社について連結

の範囲から除いた理由 

 非連結子会社は、いずれも

小規模会社であり、合計の総

資産、売上高、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていない

ためであります。 

 



項  目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２．持分法の適用に関する事項  持分法適用会社はありませ

ん。 

 持分法を適用していない非連

結子会社(第一酒販㈲、㈱ダイイ

チほか)は、中間純損益(持分に

見合う額)及び利益剰余金(持分

に見合う額)等からみて、持分法

の対象から除いても中間連結財

務諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性

がないため、持分法の適用範囲

から除外しております。 

同    左  持分法適用会社はありませ

ん。 

 持分法を適用していない非連

結子会社(第一酒販㈲、㈱ダイイ

チほか)は、当期純損益(持分に

見合う額)及び利益剰余金(持分

に見合う額)等からみて、持分法

の対象から除いても連結財務諸

表に及ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要性がな

いため、持分法の適用範囲から

除外しております。 

３．連結子会社の中間決算日（決

算日）等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日が中

間連結決算日と異なる会社は㈱

第一ゼネラルサービス及び㈱パ

ーク・スリー(中間決算日６月30

日)であります。中間連結財務諸

表の作成にあたっては、中間決

算日現在の中間財務諸表を使用

しております。なお、中間連結

決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調

整を行っております。 

 連結子会社の中間決算日が中

間連結決算日と異なる会社は㈱

第一ゼネラルサービス、㈱パー

ク・スリー及び日新信販㈱(中間

決算日６月30日)であります。中

間連結財務諸表の作成にあたっ

ては、中間決算日現在の中間財

務諸表を使用しております。な

お、中間連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っておりま

す。 

 連結子会社の決算日が連結決

算日と異なる会社は㈱第一ゼネ

ラルサービス及び㈱パーク・ス

リー(決算日12月31日)でありま

す。連結財務諸表の作成にあた

っては、同社の決算日現在の財

務諸表を使用しております。た

だし、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結

上必要な調整を行っておりま

す。 

４．会計処理基準に関する事項    

(1）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法) 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

同    左 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

同    左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定しておりま

す。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同    左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定しておりま

す。） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同    左 

時価のないもの 

同    左 

 



項  目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ② たな卸資産 

販売用不動産及び未成販売

用不動産 

② たな卸資産 

販売用不動産及び未成販売

用不動産 

② たな卸資産 

販売用不動産及び未成販売

用不動産 

 個別法による原価法 

 ただし、時価が帳簿価額

の80％を下回る物件につい

ては、著しい価値の下落が

あるものとみなして時価に

より評価しております。 

同    左 同    左 

 商品 

当社は売価還元法による

原価法 

子会社は主として個別法

による原価法 

商品 

同    左 

商品 

同    左 

 その他のたな卸資産 

主として最終仕入原価法

による原価法 

その他のたな卸資産 

同    左 

その他のたな卸資産 

同    左 

(2）重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物（建物付属

設備を除く）については定額

法 

 なお、主な耐用年数は、建

物及び構築物3～50年でありま

す。 

① 有形固定資産 

同    左 

① 有形固定資産 

同    左 

 ② 無形固定資産 

営業権 

 ３年で毎期均等償却 

② 無形固定資産 

営業権 

同    左 

② 無形固定資産 

営業権 

同    左 

 その他の無形固定資産 

 定額法 

その他の無形固定資産 

 定額法 

 なお、自社利用のソフト

ウエアついては、社内にお

ける利用可能期間（５年）

に基づいております。 

その他の無形固定資産 

同    左 

(3）重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

① 貸倒引当金 

同    左 

① 貸倒引当金 

同    左 

 ② 賞与引当金 

 主として従業員の賞与の支

給に備えるため、支給見込額

に基づき当中間連結会計期間

に負担すべき額を計上してお

ります。 

② 賞与引当金 

同    左 

② 賞与引当金 

 主として従業員の賞与の支

給に備えるため、支給見込額

に基づき当連結会計年度に負

担すべき額を計上しておりま

す。 

 



項  目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

 会計基準変更時差異につい

ては、15年による按分額を営

業外費用として費用処理して

おります。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（5年）による

定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとして

おります。 

③ 退職給付引当金 

同    左 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上して

おります。 

 会計基準変更時差異につい

ては、15年による按分額を営

業外費用として費用処理して

おります。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(5年)による定

額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしてお

ります。 

 ④ 役員退職慰労引当金 

 当社及び連結子会社㈱第一

ゼネラルサービスは役員退職

慰労金の支払いに備えるた

め、役員退職慰労金支給内規

に基づく中間期末要支給額を

計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

同    左 

④ 役員退職慰労引当金 

 当社及び連結子会社㈱第一

ゼネラルサービスは役員退職

慰労金の支払いに備えるた

め、役員退職慰労金支給内規

に基づく期末要支給額を計上

しております。 

(4）重要なリース取引の処理方

法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同    左 同    左 

(5）その他中間連結財務諸表

（連結財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しておりま

す。 

 消費税等の会計処理 

同    左 

消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しておりま

す。なお、控除対象外消費税

は当連結会計年度の租税公課

として処理しております。 

５．中間連結キャッシュ・フロー

計算書（連結キャッシュ・フ

ロー計算書）における資金の

範囲 

 資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び取得日から３か月

以内に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であ

り、かつ価値変動について僅少

なリスクしか負わない短期的な

投資からなっております。 

同    左 同    左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間から、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。これにより

税金等調整前中間純利益は320百万円

減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、

改正後の中間連結財務諸表規則に基づ

き各資産の金額から直接控除しており

ます。 

  

────── 

  （金融事業における償却債権取立益の

会計処理の変更） 

 金融事業における償却債権取立益に

ついては、従来、営業外収益として計

上しておりましたが、当中間連結会計

期間から売上高に含めて計上する方法

に変更いたしました。 

 この変更は、金融事業において、日

新信販㈱の子会社化と併せて債権回収

部門を強化したことを契機に、償却債

権の回収業務が主たる営業活動に含ま

れる業務の成果としての性格を有する

こととなることから、損益区分をより

適切にするために行ったものでありま

す。 

 この変更により、売上高が11百万円

増加し、営業外収益が同額減少してお

ります。この結果、従来の方法に比べ

て営業利益は同額増加しております

が、経常利益及び税金等調整前中間純

利益に及ぼす影響はありません。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

  



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間連結貸借対照表関係） 

  投資その他の資産の「繰延税金資産」は、前中間連

結会計期間末までは「その他」に含めて表示しており

ましたが、当中間連結会計期間末において重要性が増

加したため、区分掲記いたしました。 

 なお、前中間連結会計期間末の投資その他の資産の

「繰延税金資産」の金額は2,339百万円であります。 

          ────── 

（中間連結損益計算書関係） 

  前中間連結会計期間において区分掲記しておりまし

た「退職給付引当金繰入額」（当中間連結会計期間は

18百万円）は、営業外費用の総額の100分の10以下とな

ったため、当中間連結会計期間から営業外費用の「そ

の他」に含めて表示することに変更いたしました。 

  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、22,038百万円でありま

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、23,396百万円でありま

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、22,895百万円でありま

す。 

※２ 担保に供している資産 ※２ 担保に供している資産 ※２ 担保に供している資産 

現金及び預金 

(定期預金) 
185百万円 

受取手形及び営

業未収金 
403 

たな卸資産 

(販売用不動産

及び未成販売用

不動産) 

8,577 

建物及び構築物 12,288 

土地 29,014 

投資その他の資

産「その他」 

(差入保証金) 

5 

計 50,474 

現金及び預金 

(定期預金) 
85百万円 

受取手形及び営

業未収金 
400 

たな卸資産 

(販売用不動産

及び未成販売用

不動産) 

5,588 

建物及び構築物 12,158 

土地 28,497 

投資その他の資

産「その他」 

(差入保証金) 

5 

計 46,735 

現金及び預金 

(定期預金) 
85百万円 

受取手形及び営

業未収金 
401 

たな卸資産 

(販売用不動産

及び未成販売用

不動産) 

6,641 

建物及び構築物 12,265 

土地 28,993 

投資その他の資

産「その他」 

(差入保証金) 

5 

計 48,391 

 上記物件について、短期借入

金7,874百万円、長期借入金 

24,694百万円、流動負債「その

他」(前受金)177百万円の担保に

供しております。 

 上記物件について、短期借入

金5,483百万円、長期借入金 

21,487百万円、流動負債「その

他」(前受金)16百万円の担保に  

供しております。 

 上記物件について、短期借入

金7,474百万円、長期借入金 

23,275百万円、流動負債「その

他」(前受金)59百万円の担保に

供しております。 

 ３ 偶発債務  ３ 偶発債務  ３ 偶発債務 

 下記会社及び当社分譲物件購

入者の金融機関からの借入金に

対して次のとおり債務保証を行

っております。 

 下記会社及び当社分譲物件購

入者の金融機関からの借入金に

対して次のとおり債務保証を行

っております。 

 下記会社及び当社分譲物件購

入者の金融機関からの借入金に

対して次のとおり債務保証を行

っております。 

第一酒販㈲ 116百万円 

当社分譲物件購入

者（561名） 

1,479 

計 1,595 

第一酒販㈲ 84百万円 

当社分譲物件購入

者（557名） 

1,464 

計 1,548 

第一酒販㈲ 100百万円 

当社分譲物件購入

者（527名） 
1,367 

計 1,467 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次の

とおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次の

とおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次の

とおりであります。 

貸倒引当金繰入

額 
134百万円 

給料・手当 1,313 

賞与引当金繰入

額 
144 

退職給付費用 50 

役員退職慰労引

当金繰入額 
41 

貸倒引当金繰入

額 
108百万円 

給料・手当 1,487 

賞与引当金繰入

額 
168 

退職給付費用 65 

役員退職慰労引

当金繰入額 
46 

貸倒引当金繰入

額 
322百万円 

給料・手当 2,822 

賞与引当金繰入

額 
138 

退職給付費用 108 

役員退職慰労引

当金繰入額 
82 

───── ※２ 固定資産売却益の主なもの

は、土地売却益119百万円であ

ります。 

 ───── 

※３ 固定資産除売却損の主なもの

は、建物除売却損111百万円で

あります。 

       ───── 

※３ 固定資産除売却損の主なもの

は、土地売却損102百万円であ

ります。 

※４ 関係会社第一酒販㈲及び(資)

夫婦松酒造店に対する債権に

係るものであります。 

※３ 固定資産除売却損の主なもの

は、建物除売却損174百万円で

あります。 

       ───── 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

───── ※５ 減損損失 

当中間連結会計期間において、

当社グループは以下の資産グルー

プについて減損損失を計上いたし

ました。 

 当社グループは営業所を基礎と

して継続的な収支の把握を行って

いる単位を一つの資産グループと

しております。なお、遊休資産に

ついては各資産単位を一つの資産

グループとしております。  

 その結果、営業活動から生ずる

損益が継続してマイナスの資産グ

ループ、市場価格が著しく下落し

た資産グループ及び遊休資産につ

いて、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失

(320百万円)として特別損失に計

上いたしました。その内訳は建物

及び構築物36百万円、土地283百

万円、その他有形固定資産0百万

円であります。 

 なお、当該資産グループの回収

可能額は正味売却価額又は使用価

値により測定しております。 

 回収可能価額を正味売却価額に

より測定する場合の時価は、対象

資産の重要性を考慮して路線価又

は固定資産税評価額等を基礎とし

て算定しております。 

 また、回収可能価額を使用価値

により測定している場合には、将

来キャッシュ・フローを6.9％で

割引いて算定しております。 

用途 場所 種類 

減損損

失(百万

円) 

賃貸資

産 

福岡県

北九州

市他１

箇所 

土地・

建物  
  231

事業用

資産 

福岡県

北九州

市他３

箇所 

建物・

構築物

他 

48 

遊休資

産 

鳥取県

米子市

他８箇

所 

土地・

建物  
40 

───── 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に記載されている科目

の金額との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 13,955百万円 

預入期間が３か月

を超える定期預金 
△1,332 

現金及び現金同等

物 
12,622 

現金及び預金勘定 12,277百万円 

預入期間が３か月

を超える定期預金 
△1,295 

現金及び現金同等

物 
10,981 

現金及び預金勘定 13,006百万円 

預入期間が３か月

を超える定期預金 
△1,330 

現金及び現金同等

物 
11,676 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

 

機械装置
及び運搬
具 
(百万円) 

その他 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

取得価
額相当
額 

925 1,996 2,922 

減価償
却累計
額相当
額 

506 1,151 1,657 

中間期
末残高
相当額 

418 845 1,264 

 

機械装置
及び運搬
具 
(百万円)

その他 
(百万円) 

合計 
(百万円)

取得価
額相当
額 

924 1,545 2,469 

減価償
却累計
額相当
額 

454 929 1,384 

中間期
末残高
相当額 

469 615 1,085 

 

機械装置
及び運搬
具 
(百万円) 

その他 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

取得価
額相当
額 

902 1,532 2,434 

減価償
却累計
額相当
額 

374 927 1,301 

期末残
高相当
額 

528 604 1,132 

    (注)減損の対象となるリース 

   資産はありません(以下、同様)。 

  

 なお、取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、「支払

利子込み法」により算定してお

ります。 

   なお、取得価額相当額は、未 

経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、「支払

利子込み法」により算定してお

ります。 

 なお、取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、「支払利子込み

法」により算定しております。 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額等 

未経過リース料中間期末残高相 

当額 

(2）未経過リース料期末残高相当

額 

１年以内 414百万円 

１年超 850 

合計 1,264 

１年以内 366百万円 

１年超 718 

合計 1,085 

１年以内 365百万円 

１年超 767 

合計 1,132 

 なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合

が低いため、「支払利子込み

法」により算定しております。 

同    左  なお、未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定

しております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

(3）支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額及び減損損失 

(3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 247百万円 

減価償却費相当

額 
247 

支払リース料 207百万円 

減価償却費相当

額 
207 

支払リース料 556百万円 

減価償却費相当

額 
556 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

同    左 同    左 



（有価証券関係） 

Ⅰ 前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

Ⅱ 当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

区    分 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

国債 9 9 0 

区    分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 1,756 1,790 33 

(2）債券    

社債 13 17 3 

合    計 1,770 1,807 37 

区    分 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券  

金融債 151 

(2）その他有価証券  

非上場株式(店頭売買株式を除く) 332 

区    分 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

国債 10 10 － 

区    分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

  株式 1,753 2,431 677 

合    計 1,753 2,431 677 



３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

Ⅲ 前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至

平成17年９月30日)及び前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

 当社グループは、金利市場の金利変動リスクに対応する手段として、変動金利による借入金の支払利息を固定化

する目的で受取変動・支払固定の金利スワップ取引を行っていますが、特例処理を採用しているため、記載を省略

しております。 

区    分 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券  

金融債 156 

社債 3 

(2）その他有価証券  

非上場株式 428 

投資事業有限責任組合への出資持分 2 

区    分 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

国債 9 9 0 

区    分 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 1,773 2,048 275 

(2）債券    

社債 13 17 3 

合    計 1,787 2,065 278 

区    分 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券  

金融債 170 

社債 3 

(2）その他有価証券  

非上場株式 334 

投資事業有限責任組合への出資持分 2 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 
タクシー
事業 
（百万円） 

不動産事
業 
（百万円） 

自動車関
連事業 
（百万円）

金融事業 
（百万円）

その他事
業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高         

(1）外部顧客に

対する売上

高 

22,101 6,770 2,037 1,027 1,774 33,711 － 33,711 

(2）セグメント

間の内部売

上高又は振

替高 

－ 134 585 27 － 747 △747 － 

計 22,101 6,904 2,623 1,055 1,774 34,458 △747 33,711 

営業費用 20,265 6,463 2,586 738 1,754 31,809 △742 31,066 

営業利益又は営

業損失(△) 
1,835 441 37 316 19 2,649 △5 2,644 

 
タクシー
事業 
（百万円） 

不動産事
業 
（百万円） 

自動車関
連事業 
（百万円）

金融事業 
（百万円）

その他事
業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高         

(1）外部顧客に

対する売上

高 

22,509 7,366 2,368 1,040 2,628 35,912 － 35,912 

(2）セグメント

間の内部売

上高又は振

替高 

－ 256 639 25 797 1,718 △1,718 － 

計 22,509 7,622 3,007 1,066 3,426 37,631 △1,718 35,912 

営業費用 20,595 6,966 2,961 695 3,439 34,659 △1,738 32,921 

営業利益又は営

業損失(△) 
1,913 655 46 370 △13 2,971 20 2,991 



前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

グループ内の事業展開を考慮して区分しております。 

２．各事業区分の主な事業内容 

(1）タクシー事業   一般乗用旅客自動車運送事業（タクシー） 

(2）不動産事業     分譲住宅の企画及び販売、不動産の賃貸及び管理 

(3）自動車関連事業 外車・中古車の販売及び自動車の点検・整備等 

(4）金融事業       貸金業 

(5）その他事業     バス事業（路線・貸切）、パーキング事業及び車両の運行管理請負業務等  

３．会計処理の方法の変更 

（前中間連結会計期間） 

記載すべき事項はありません。 

（当中間連結会計期間） 

金融事業における償却債権取立益の会計処理の変更 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、金融事業における

償却債権取立益について、従来、営業外収益として計上しておりましたが、当中間連結会計期間から売

上高に含めて計上する方法に変更いたしました。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較し

て、金融事業の売上高及び営業利益が11百万円増加しております。 

（前連結会計年度） 

記載すべき事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成17年４月１

日 至平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載

を省略しております。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成17年４月１

日 至平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

 
タクシー
事業 
（百万円） 

不動産事
業 
（百万円） 

自動車関
連事業 
（百万円）

金融事業 
（百万円）

その他事
業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高         

(1）外部顧客に

対する売上

高 

45,290 17,191 4,184 2,068 4,605 73,340 － 73,340 

(2）セグメント

間の内部売

上高又は振

替高 

－ 363 1,211 55 704 2,335 △2,335 － 

計 45,290 17,554 5,395 2,124 5,310 75,676 △2,335 73,340 

営業費用 41,712 16,674 5,322 1,485 5,261 70,456 △2,320 68,136 

営業利益又は営

業損失(△) 
3,577 879 73 639 49 5,219 △14 5,204 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 689円64銭

１株当たり中間純利益

金額 
37円98銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
37円97銭

１株当たり純資産額 588円09銭

１株当たり中間純利益

金額 
59円28銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
59円13銭

１株当たり純資産額   524円76銭

１株当たり当期純利益

金額 
  83円41銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
  83円37銭

  当社は、平成16年５月20日付で株

式１株につき２株の株式分割を行っ

ております。当社株式分割が前期首

に行われたと仮定した場合の１株当

たり情報については、それぞれ以下

のとおりであります。  

前中間連結会計
期間 

前連結会計年度 

１株当たり純資

産額 

１株当たり純資

産額 

781円77銭 649円32銭 

１株当たり中間

純利益金額 

１株当たり当期

純損失金額 

7円18銭 112円76銭 

   当社は、平成16年５月20日付で株

式１株につき２株の株式分割を行っ

ております。当社株式分割が前期首

に行われたと仮定した場合の１株当

たり情報については、以下のとおり

であります。  

  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式は存在するものの、１株当たり当

期純損失であるため記載しておりま

せん。 

前連結会計年度 

１株当たり純資

産額 

649円32銭 

１株当たり当期

純損失金額 

112円76銭 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益金額（百万円） 741 1,158 1,720 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 91 

（うち、利益処分による役員賞与）（百

万円） 
(－) (－) (91) 

普通株式に係る中間（当期）純利益金額

（百万円） 
741 1,158 1,629 

普通株式の期中平均株式数（千株） 19,534 19,535 19,534 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額 

   

普通株式増加数（千株） 4 50 10 

（うち、新株予約権）（千株）  (4) (50) (10) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益金額

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

自己株式取得方式によ

るストックオプション

（株式の数58千株） 

自己株式取得方式によ

るストックオプション

（株式の数54千株） 

自己株式取得方式によ

るストックオプション

（株式の数58千株） 



（重要な後発事象） 

     該当事項はありません。 

(2）【その他】 

当社及び現在解散清算中である非連結子会社1社において、買収した旧法人における労働組合等との間で雇用契

約上の地位確認等の係争事件が、現在係属中であります。 

  当該訴訟は当中間連結会計期間において、重要な変化はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金 ※２ 7,076   6,657   7,801   

２．受取手形  1   1   1   

３．営業未収金  695   712   899   

４．販売用不動産 ※２ 11,339   12,621   10,406   

５．未成販売用不動産 ※２ 5,952   4,882   6,070   

６．その他のたな卸資
産  90   95   87   

７．その他  ※４ 1,384   1,981   2,011   

貸倒引当金  △42   △55   △52   

流動資産合計   26,497 31.3  26,897 32.8  27,225 32.6 

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※１          

１．建物 ※２ 12,547   13,059   13,241   

２．土地 ※２ 24,358   24,291   25,080   

３．その他 ※２ 1,092   299   343   

計  37,998   37,650   38,665   

(2）無形固定資産  148   134   144   

(3）投資その他の資産           

１．投資有価証券  6,448   7,122   6,753   

２．出資金  584   574   583   

３．長期貸付金  6,423   5,611   5,877   

４．その他 ※２ 6,806   4,385   4,486   

貸倒引当金  △330   △454   △319   

計  19,932   17,239   17,381   

固定資産合計   58,078 68.7  55,025 67.2  56,191 67.4 

資産合計   84,575 100.0  81,922 100.0  83,416 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形  3,414   3,175   4,421   

２．営業未払金  158   1,191   367   

３．短期借入金 ※２ 11,150   8,565   10,515   

４．1年以内返済予定
長期借入金 

※２ 8,658   7,203   8,015   

５．未払法人税等  121   －   290   

６．賞与引当金  276   46   44   

７．その他 ※2,4 2,257   3,045   3,573   

流動負債合計   26,036 30.8  23,228 28.3  27,228 32.6 

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※２ 37,213   38,488   36,655   

２．退職給付引当金  6,162   6,218   6,188   

３．役員退職慰労引当
金  1,042   1,125   1,081   

４．その他  1,490   3,370   3,501   

固定負債合計   45,909 54.3  49,203 60.1  47,426 56.9 

負債合計   71,945 85.1  72,431 88.4  74,655 89.5 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   2,020 2.4  2,020 2.5  2,020 2.4 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  2,207   2,207   2,207   

資本剰余金合計   2,207 2.6  2,207 2.7  2,207 2.6 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  201   201   201   

２．任意積立金  9,910   10,610   9,910   

３．中間(当期)未処分
利益  1,305   1,275   1,445   

利益剰余金合計   11,416 13.5  12,086 14.7  11,557 13.9 

Ⅳ 土地再評価差額金   △2,966 △3.5  △7,148 △8.7  △7,123 △8.5 

Ⅴ その他有価証券評価
差額金   19 0.0  391 0.5  167 0.2 

Ⅵ 自己株式   △68 △0.1  △67 △0.1  △67 △0.1 

資本合計   12,629 14.9  9,490 11.6  8,761 10.5 

負債資本合計   84,575 100.0  81,922 100.0  83,416 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高  ※１  14,061 100.0  8,354 100.0  25,512 100.0 

Ⅱ 売上原価  ※１  11,104 79.0  6,072 72.7  20,528 80.5 

売上総利益    2,956 21.0  2,281 27.3  4,984 19.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   1,819 12.9  1,806 21.6  3,570 14.0 

営業利益   1,137 8.1  475 5.7  1,414 5.5 

Ⅳ 営業外収益 ※２  538 3.8  1,242 14.9  1,430 5.6

Ⅴ 営業外費用 ※３  605 4.3  621 7.5  1,231 4.8

経常利益   1,069 7.6  1,096 13.1  1,612 6.3 

Ⅵ 特別利益 ※４  － －  175 2.1  － －

Ⅶ 特別損失 ※5,6  134 0.9  350 4.2  185 0.7

税引前中間(当期)
純利益   935 6.7  921 11.0  1,426 5.6 

法人税、住民税及
び事業税  143   134   394   

法人税等調整額  291 434 3.1 △3 130 1.5 289 683 2.7 

中間(当期)純利益   500 3.6  790 9.5  743 2.9 

前期繰越利益   810   460   810  

土地再評価差額金
取崩額   △5   24   △9  

自己株式処分差損   －   －   0  

中間配当額   －   －   97  

中間(当期)未処分
利益   1,305   1,275   1,445  

           



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項  目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価方

法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法(定額法) 

子会社株式及び関連会

社株式 

 移動平均法による原

価法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同 左 

子会社株式及び関連会

社株式 

同 左 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同 左 

子会社株式及び関連会

社株式 

同 左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場

価格等に基づく時価

法（評価差額は全部

資本直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算定

しております。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同 左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格

等に基づく時価法

（評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定し

ております。） 

 時価のないもの 

 移動平均法による

原価法 

時価のないもの 

同 左 

時価のないもの 

同 左 

 (2）たな卸資産 

販売用不動産及び未成

販売用不動産 

(2）たな卸資産 

販売用不動産及び未成

販売用不動産 

(2）たな卸資産 

販売用不動産及び未成

販売用不動産 

  個別法による原価法 

 ただし、時価が帳簿

価額の80％を下回る物

件については、著しい

価値の下落があるもの

とみなして時価により

評価しております。 

同 左 同 左 

 商品 

 売価還元法による原

価法 

商品 

同 左 

商品 

同 左 

 貯蔵品 

 最終仕入原価法によ

る原価法 

貯蔵品 

同 左 

貯蔵品 

同 左 

 



項  目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４

月１日以降取得した建

物（建物付属設備を除

く）については定額法 

 なお、主な耐用年数

は、建物 3～50年であ

ります。 

(1）有形固定資産 

同 左 

(1）有形固定資産 

同 左 

 (2）無形固定資産 

定額法 

(2）無形固定資産 

定額法 

  なお、自社利用のソ

フトウエアについて

は、社内における利用

可能期間（５年）に基

づいております。 

(2）無形固定資産 

定額法 

同  左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可

能性を検討し、回収不

能見込額を計上してお

ります。 

(1）貸倒引当金 

同 左 

(1）貸倒引当金 

同 左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給

に備えるため、支給見

込額に基づき当中間期

に負担すべき額を計上

しております。 

(2）賞与引当金 

同 左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給

に備えるため、支給見

込額に基づき当期に負

担すべき額を計上して

おります。 

 



項  目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に

備えるため、当期末に

おける退職給付債務及

び年金資産の見込額に

基づき、当中間期末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ております。 

 会計基準変更時差異

については、15年によ

る按分額を営業外費用

として費用処理してお

ります。 

 数理計算上の差異

は、各事業年度の発生

時における従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数（5年）によ

る定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処

理することとしており

ます。 

(3）退職給付引当金 

 同 左 

  

  

  

  

  

  

  

   

  

  

  

  

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に

備えるため、当事業年

度末における退職給付

債務及び年金資産の見

込額に基づき当期末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ております。 

 会計基準変更時差異

については、15年によ

る按分額を営業外費用

として費用処理してお

ります。 

 数理計算上の差異

は、各事業年度の発生

時における従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数（5年）によ

る定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処

理することとしており

ます。 

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支

払いに備えるため、役

員退職慰労金支給内規

に基づく中間期末要支

給額を計上しておりま

す。 

(4）役員退職慰労引当金 

同 左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支

払いに備えるため、役

員退職慰労金支給内規

に基づく期末要支給額

を計上しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

同 左 同 左 

５．その他中間財務諸表（財務

諸表）作成のための基本と

なる重要な事項 

 消費税等の会計処理

は、税抜方式によってお

ります。 

同 左  消費税等の会計処理

は、税抜方式を採用して

おり、控除対象外消費税

は、当期の租税公課とし

て処理しております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

関係会社業務管理収入の会計処理の

変更 

  関係会社業務管理収入について

は、従来、営業外収益として計上し

ておりましたが、当中間会計期間か

ら売上高に含めて計上する方法に変

更いたしました。 

  この変更は、平成16年10月１日付

をもって当社の主力事業であるタク

シー事業を北九州第一交通株式会社

等当社の100%子会社11社が分割承継

することを契機に、タクシー事業子

会社をはじめとする子会社に対する

当社の管理業務が、主たる営業活動

に含まれる業務の成果としての性格

を有することとなることから、中間

と年度の首尾一貫性を保持し、損益

区分をより適切にするために行った

ものであります。 

  この変更により、売上高が506百

万円増加し、営業外収益が同額減少

しております。この結果、従来の方

法によった場合に比べて営業利益は

同額増加しておりますが、経常利益

及び税引前中間純利益に及ぼす影響

はありません。  

──────── 関係会社業務管理収入の会計処理の

変更 

  関係会社業務管理収入について

は、従来、営業外収益として計上し

ておりましたが、当期から売上高に

含めて計上する方法に変更いたしま

した。 

  この変更は、平成16年10月１日付

をもって当社の主力事業であるタク

シー事業を北九州第一交通株式会社

等当社の100%子会社11社が分割承継

したことを契機に、タクシー事業子

会社をはじめとする子会社に対する

当社の管理業務が、主たる営業活動

に含まれる業務の成果としての性格

を有することとなることから、損益

区分をより適切にするために行った

ものであります。 

  この変更により、売上高が1,423

百万円増加し、営業外収益が同額減

少しております。この結果、従来の

方法によった場合に比べて営業利益

は同額増加しておりますが、経常利

益及び税引前当期純利益に及ぼす影

響はありません。 

 ──────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これにより税引前中間純利益は77百

万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。  

 ──────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計 

額      13,086百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計 

額      11,319百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計 

額      11,077百万円 

※２ 担保に供している資産及び対

応する債務 

※２ 担保に供している資産及び対

応する債務 

※２ 担保に供している資産及び対

応する債務 

(1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 

現金及び預金(定期

預金) 
185百万円 

販売用不動産 3,344 

未成販売用不動産 5,232 

建物 9,788 

土地 20,884 

有形固定資産「その

他」(構築物) 
91 

投資その他の資産

「その他」（差入保

証金） 

5 

計 39,531 

現金及び預金(定期

預金) 
85百万円 

販売用不動産 2,862 

未成販売用不動産 2,725 

建物 9,713 

土地 20,200 

有形固定資産「その

他」(構築物) 
61 

投資その他の資産

「その他」（差入保

証金） 

5 

計 35,654 

現金及び預金(定期

預金) 
85百万円 

販売用不動産 2,438 

未成販売用不動産 4,202 

建物 9,816 

土地 20,862 

有形固定資産「その

他」(構築物) 
89
 

投資その他の資産

「その他」(差入保

証金) 

5 

計 37,500 

(2）対応する債務 (2）対応する債務 (2）対応する債務 

短期借入金 160百万円 

1年以内返済予定

長期借入金 
5,836 

長期借入金 15,372 

流動負債「その

他」(前受金) 
177 

計 21,547 

短期借入金 165百万円 

1年以内返済予定

長期借入金 
3,274 

長期借入金 12,996 

流動負債「その

他」(前受金) 
16 

計 16,452 

短期借入金 325百万円 

1年以内返済予定

長期借入金 
5,243 

長期借入金 14,928 

流動負債「その

他」(前受金) 
59 

計 20,556 

 



前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

 ３ 偶発債務 

下記会社及び当社分譲物件の購入者

の金融機関等からの借入金等に対し

て次のとおり債務保証を行っており

ます。 

 ３ 偶発債務 

下記会社及び当社分譲物件の購入者

の金融機関等からの借入金等に対し

て次のとおり債務保証を行っており

ます。 

 ３ 偶発債務 

下記会社及び当社分譲物件の購入者

の金融機関等からの借入金等に対し

て次のとおり債務保証を行っており

ます。 

㈱第一ゼネラルサー

ビス 

11,961百万円 

大阪第一交通㈱ 2,110 

第一交通㈱(東京) 1,016 

観光第一交通㈱(仙

台) 

1,009 

仙台第一交通㈱ 635 

興亜第一交通㈱ 593 

第一オーケイパーキ

ング㈱ 

579 

広島第一交通㈱ 529 

那覇バス㈱ 430 

㈱ミュンヘンオート 426 

芙蓉第一交通㈱ 405 

肥後第一交通㈱ 355 

早良第一交通㈲ 299 

札幌第一交通㈱ 286 

第一交通㈱(徳山) 250 

㈱第一モータース(北

九州) 

206 

東北第一交通㈱ 192 

その他24社 1,872 

当社分譲物件購入者

(561名) 
1,479 

計 24,640 

㈱第一ゼネラルサー

ビス 

12,825百万円 

大阪第一交通㈱ 1,810 

那覇バス㈱ 1,087 

第一交通㈱(東京) 894 

観光第一交通㈱(仙

台) 

856

 
 

興亜第一交通㈱  530 

仙台第一交通㈱ 491 

広島第一交通㈱ 415 

㈱ミュンヘンオート 411 

芙蓉第一交通㈱ 365 

第一オーケイパーキ

ング㈱ 

357 

肥後第一交通㈱ 320 

早良第一交通㈲ 249 

札幌第一交通㈱ 248 

第一交通㈱(徳山) 219 

東北第一交通㈱ 178 

群北第一交通㈱ 162 

㈱第一モータース(北

九州) 

149 

その他23社 1,386 

当社分譲物件購入者

(557名) 
1,464 

計 24,425 

㈱第一ゼネラルサー

ビス 

12,165百万円 

大阪第一交通㈱ 1,960 

第一交通㈱(東京) 954 

観光第一交通㈱(仙

台) 

902 

仙台第一交通㈱ 563 

興亜第一交通㈱ 561 

広島第一交通㈱ 472 

第一オーケイパーキ

ング㈱ 

465 

㈱ミュンヘンオート 418 

那覇バス㈱ 408 

芙蓉第一交通㈱ 385 

肥後第一交通㈱ 337 

早良第一交通㈲ 274 

札幌第一交通㈱ 267 

第一交通㈱(徳山) 234 

東北第一交通㈱ 185 

㈱第一モータース(北

九州) 

178 

その他24社 1,714 

当社分譲物件購入者

(527名) 
1,367 

計 23,818 

※４ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺のうえ、金額的重要性が乏しい

ため、流動負債の「その他」に含め

て表示しております。 

※４ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は、 

相殺のうえ、金額的重要性が乏しい

ため、流動資産の「その他」に含め

て表示しております。  

────── 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

           ────── ※１ 当中間会計期間の売上高及び 

   売上原価が前中間会計期間に 

   比し減少した主な要因は、平 

   成16年10月１日付をもって会 

   社分割によりタクシー事業を 

   100%子会社11社が分割継承し 

   たことによるものでありま 

   す。なお、当該タクシー事業 

   に係る前中間会計期間の売上 

   高及び売上原価は、それぞれ 

   6,633百万円、5,757百万円で 

   あり、売上総利益は875百万 

   円であります。 

  

      ────── 

※２ 営業外収益の主な内訳 ※２ 営業外収益の主な内訳 ※２ 営業外収益の主な内訳 

受取利息 24百万円 

受取配当金 344 

    

受取利息 78百万円 

受取配当金 959 

    

受取利息 104百万円 

受取配当金 828 

※３ 営業外費用の主な内訳 ※３ 営業外費用の主な内訳 ※３ 営業外費用の主な内訳 

支払利息 509百万円 支払利息 536百万円 支払利息 1,057百万円 

────── ※４ 特別利益の主な内訳 ────── 

  固定資産売却益 175百万円 

(うち土地 116百万円) 

 

※５ 特別損失の主な内訳 ※５ 特別損失の主な内訳 ※５ 特別損失の主な内訳 

固定資産除売却損 121百万円 

(うち建物 105百万円) 

投資有価証券評価

損 
12 

固定資産除売却損 134百万円 

(うち土地売却損 102百万円) 

減損損失 77 

貸倒引当金繰入額 133 

固定資産除売却損 184百万円 

(うち建物 160百万円) 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── ※６ 減損損失 

当中間会計期間において、当社

は以下の資産グループについて減

損損失を計上いたしました。 

 当社は営業所を基礎として継続

的な収支の把握を行っている単位

を一つの資産グループとしており

ます。なお、遊休資産については

各資産単位を一つの資産グループ

としております。  

 その結果、営業活動から生ずる

損益が継続してマイナスの資産グ

ループ、市場価格が著しく下落し

た資産グループ及び遊休資産につ

いて、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失

(77百万円)として特別損失に計上

いたしました。その内訳は建物13

百万円、土地54百万円、その他有

形固定資産9百万円であります。 

 なお、当該資産グループの回収

可能額は正味売却価額又は使用価

値により測定しております。 

 回収可能価額を正味売却価額に

より測定する場合の時価は、対象

資産の重要性を考慮して路線価又

は固定資産税評価額等を基礎とし

て算定しております。 

 また、回収可能価額を使用価値

により測定している場合には、将

来キャッシュ・フローを6.9％で

割引いて算定しております。 

用途 場所 種類 

減損損

失(百万

円) 

事業用

資産 

福岡県

北九州

市他１

箇所 

土地・

建物他
44 

遊休資

産 

鳥取県

米子市

他７箇

所 

土地・

建物  
32 

────── 

７ 減価償却実施額 ７ 減価償却実施額 ７ 減価償却実施額 

有形固定資産 521百万円 

無形固定資産 10 

有形固定資産 344百万円 

無形固定資産 10 

有形固定資産 866百万円 

無形固定資産 19 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額及び中間期末残高相当

額 

① リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

 

工具器
具備品 
(百万
円) 

車両運
搬具 
(百万
円) 

その他 
(百万
円) 

合計 
(百万
円) 

取得価
額相当
額 

671 76 30 778 

減価償
却累計
額相当
額 

419 52 23 495 

中間期
末残高
相当額 

251 23 7 282 

 

工具器
具備品
(百万
円) 

車両運
搬具 
(百万
円) 

その他
(百万
円) 

合計 
(百万
円) 

取得価
額相当
額 

123 28 23 175 

減価償
却累計
額相当
額 

102 16 23 142 

中間期
末残高
相当額 

20 11 0 32 

 

工具器
具備品 
(百万
円) 

車両運
搬具 
(百万
円) 

その他 
(百万
円) 

合計 
(百万
円) 

取得価
額相当
額 

431 44 30 505 

減価償
却累計
額相当
額 

225 17 26 268 

期末残
高相当
額 

205 27 4 237 

     (注)減損の対象となったリース資

   産はありません（以下、同様）。

  

なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、「支払利

子込み法」により算定しており

ます。 

    なお、取得価額相当額は、未経過

  リース料中間期末残高が有形固定

  資産の中間期末残高等に占める割

  合が低いため、「支払利子込み 

 法」により算定しております。  

なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低い

ため、「支払利子込み法」により

算定しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

未経過リース料中間期末残高相 

当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 85百万円 

１年超 197 

合計 282 

１年以内 19百万円 

１年超 13 

合計 32 

１年以内 76百万円 

１年超 160 

合計 237 

なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が

低いため、「支払利子込み法」

により算定しております。 

同    左 なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、「支払利子

込み法」により算定しておりま

す。 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

③ 支払リース料及び減価償却費相当

額 

支払リース料 49百万円 

減価償却費相当額 49 

支払リース料 15百万円 

減価償却費相当額 15 

支払リース料 93百万円 

減価償却費相当額 93 

 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

同    左 同    左 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（会社分割） 

  当社は、一般乗用旅客自動車運送

事業（タクシー事業）を福岡県、鹿

児島県、宮崎県、大分県、熊本県、

長崎県の各営業エリアで行ってまい

りましたが、事業運営の適正化を図

り、タクシー事業における規制緩和

の環境下で意思決定を迅速に行い、

経営責任を明確にすることで、より

強固な企業集団を構築するため、平

成16年10月１日付で会社分割（商法

第374条ノ22第１項に定める簡易吸収

分割）により、当社のタクシー事業

を北九州第一交通株式会社等当社の

100％子会社11社が分割承継いたしま

した。 

────── ────── 



(2）【その他】 

①  平成17年11月22日開催の取締役会において、中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額…………………… 97,675,640円 

(ロ）１株当たりの金額………………………………… 5 円 00 銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………… 平成17年12月９日 

(注） 平成17年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行って

おります。 

②  当社及び現在解散清算中である非連結子会社1社において、買収した旧法人における労働組合等との間で雇

用契約上の地位確認等の係争事件が、現在係属中であります。 

  当該訴訟は当中間会計期間において、重要な変化はありません。  



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第41期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日福岡財務支局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成１６年１２月１７日

第一交通産業株式会社    

   取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 福岡 典昭  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 川畑 秀二  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている第一

交通産業株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年

４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、第一交通産業株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成１７年１２月２０日

第一交通産業株式会社    

   取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 福岡 典昭  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 川畑 秀二  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている第一

交通産業株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年

４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、第一交通産業株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

  中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間から固定資産

の減損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成１６年１２月１７日

第一交通産業株式会社    

   取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 福岡 典昭  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 川畑 秀二  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている第一

交通産業株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第４１期事業年度の中間会計期間（平成１６年

４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について

中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、第一交通産業株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年

４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

（１）  会計処理の変更に記載されているとおり、会社は関係会社業務管理収入について、従来、営業外収益として計上

していたが、当中間会計期間から売上高に含めて計上する方法に変更した。 

（２）  重要な後発事象に記載されているとおり、平成１６年１０月１日付で会社分割により、会社のタクシー事業を会

社の１００％子会社１１社が分割承継した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成１７年１２月２０日

第一交通産業株式会社    

   取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 福岡 典昭  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 川畑 秀二  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている第一

交通産業株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第４２期事業年度の中間会計期間（平成１７年

４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について

中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、第一交通産業株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年

４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

  中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に

係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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